
 

様式第１号（第７条関係） 

令和 ○ 年○○月○○日 

 越前町長 様 

申請者 住 所 丹生郡越前町西田中13-5-1 

氏

ふり

 名

がな

 越

えち

 前

ぜん

  小

こ

 太

た

 郎

ろう

 

連絡先  0778-34-8727 

 

令和〇年度越前町空き家等除却支援事業補助金交付申請書 

 

 越前町空き家等除却支援事業について、補助金の交付を受けたいので、越前町空き家等除却

支援事業補助金交付要綱第７条の規定により、関係書類を添え下記のとおり申請します。なお、

本申請の内容については事実と相違ないこと及び申請資格を満たすことを誓約します。 

 

１. 空き家等の所在地 

         越前町 西田中 13-5-1                          

 

２. 交付申請額 

区分 項目 内容 金額 

 

 

 

☑ 

老 

朽 

空 

き 

家 

キ 基本額 基本上限額 500,000 円 500,000 円 

イ 加算額  

(いずれかに該当

する場合 

500,000円加算) 

□ 主たる構造が木造以外 

☑ 延べ床面積 200 ㎡以上 

□ 敷地が狭あい道路沿い(幅 3ｍ未満)又は未接道 

□ 景観区域内 

□ 建替え居住（居住誘導区域に限る） 

□ 跡地売買（居住誘導区域に限る） 

□ 跡地の自治会等活用（居住誘導区域に限る） 

 

 

 

 

 

 

500,000 円 

ウ 除却工事の補助限度額 ア＋イ 1,000,000 円 

エ 除却に要する額×1/2 ※千円未満切り捨て 

（  2,750,000  ）円×1/2 

 

1,375,000 円 

オ 家財道具等の処分に要する額×1/2 ※千円未満切り捨て 

（   440,000  ）円×1/2≦200,000 円（上限額） 

 

 200,000 円 

カ 交付申請額  ウ・エのいずれか低い額＋オの額 1,200,000 円 

 

 

 

□ 

準 

老 

朽 

空 

き 

家 

キ 基本額 基本上限額 300,000 円 円 

ク 加算額  

(いずれかに該当

する場合 

300,000円加算) 

□ 延べ床面積 200 ㎡以上 

□ 敷地が狭あい道路沿い(幅 3ｍ未満)又は未接道 

□ 景観区域内 

□ 建替え居住（居住誘導区域に限る） 

□ 跡地売買（居住誘導区域に限る） 

□ 跡地の自治会等活用（居住誘導区域に限る） 

 

 

 

 

 

円 

ケ 除却工事の補助限度額 キ＋ク 円 

コ 除却に要する額×1/2 ※千円未満切り捨て 

 （          ）円×1/2 

 

 円 

サ 家財道具等の処分に要する額×1/2 ※千円未満切り捨て 

（           ）円×1/2≦100,000 円（上限額） 

 

 円 

シ 交付申請額  ケ・コのいずれか低い額＋サの額  円 

 

３．その他別紙チェックシートに基づく関係資料一式 

申請する人 

取り壊す建物の所在地 

事前調査の結果により、老朽の

場合はこちらにチェック 

【※注意】 

こ こ に 記 入 す る の は 限 度 額 

であり、実際に交付する額はこ

れより少ない場合があります。 

加算要件に当てはまる場合は

いずれかにチェック 

※  加算要件に当てはまらない場合は

( イ ) は 0 円 と な り 、 （ ウ ） は

500,000円となります 

補助金の対象にならない建物や、庭木、外構、

塀等の解体費を抜いた金額 

（記入例）事前調査結果が老朽空き家で 

あり、加算要件に当てはまる場合 



 

様式第１号（第７条関係） 

令和 ○ 年○○月○○日 

 越前町長 様 

申請者 住 所 丹生郡越前町西田中13-5-1 

氏

ふり

 名

がな

 越

えち

 前

ぜん

  小

こ

 太

た

 郎

ろう

 

連絡先  0778-34-8727 

 

令和〇年度越前町空き家等除却支援事業補助金交付申請書 

 

 越前町空き家等除却支援事業について、補助金の交付を受けたいので、越前町空き家等除却

支援事業補助金交付要綱第７条の規定により、関係書類を添え下記のとおり申請します。なお、

本申請の内容については事実と相違ないこと及び申請資格を満たすことを誓約します。 

 

３. 空き家等の所在地 

         越前町 西田中 13-5-1                          

 

４. 交付申請額 

区分 項目 内容 金額 

 

 

 

□ 

老 

朽 

空 

き 

家 

ア 基本額 基本上限額 500,000 円  

イ 加算額  

(いずれかに該当

する場合 

500,000円加算) 

□ 主たる構造が木造以外 

□ 延べ床面積 200 ㎡以上 

□ 敷地が狭あい道路沿い(幅 3ｍ未満)又は未接道 

□ 景観区域内 

□ 建替え居住（居住誘導区域に限る） 

□ 跡地売買（居住誘導区域に限る） 

□ 跡地の自治会等活用（居住誘導区域に限る） 

 

 

 

 

 

 

円 

ウ 除却工事の補助限度額 ア＋イ 円 

エ 除却に要する額×1/2 ※千円未満切り捨て 

（           ）円×1/2 

 

円 

オ 家財道具等の処分に要する額×1/2 ※千円未満切り捨て 

（           ）円×1/2≦200,000 円（上限額） 

 

円 

カ 交付申請額  ウ・エのいずれか低い額＋オの額 円 

 

 

 

☑ 

準 

老 

朽 

空 

き 

家 

キ 基本額 基本上限額 300,000 円 300,000 円 

ク 加算額  

(いずれかに該当

する場合 

300,000円加算) 

□ 延べ床面積 200 ㎡以上 

☑  敷地が狭あい道路沿い(幅 3ｍ未満)又は未接道 

□ 景観区域内 

□ 建替え居住（居住誘導区域に限る） 

□ 跡地売買（居住誘導区域に限る） 

□ 跡地の自治会等活用（居住誘導区域に限る） 

 

 

 

 

 

300,000 円 

ケ 除却工事の補助限度額 キ＋ク 600,000 円 

コ 除却に要する額×1/2 ※千円未満切り捨て 

 （  1,650,000  ）円×1/2 

 

825,000 円 

サ 家財道具等の処分に要する額×1/2 ※千円未満切り捨て 

（   330,000  ）円×1/2≦100,000 円（上限額） 

 

100,000 円 

シ 交付申請額  ケ・コのいずれか低い額＋サの額 700,000 円 

 

３．その他別紙チェックシートに基づく関係資料一式 

補助金の対象にならない建物や、庭木、外構、

塀等の解体費を抜いた金額 

※  加算要件に当てはまらない場合は

（ ク ） は 0 円 と な り 、 （ ケ ） は

300,000円となります 

加算要件に当てはまる場合は

いずれかにチェック 

【※注意】 

こ こ に 記 入 す る の は 限 度 額 

であり、実際に交付する額はこ

れより少ない場合があります。 

申請する人 

取り壊す建物の所在地 

事前調査の結果により、準老朽

の場合はこちらにチェック 

（記入例）事前調査結果が準老朽空き家で 

あり、加算要件に当てはまる場合 



 

別紙２ 

事 業 計 画 書 

 

１ 空き家等の概要 

（１）所在地        越前町 西田中 13-5-1     

（２）空き家等の建築年    昭和４０ 年  

（３）家屋の面積及び戸数等 

主な建物 延床面積    210.63 ㎡ 棟数 1 棟・戸数 1 戸 

付属建物 延床面積     53.30 ㎡ 棟数  1 棟 

延床面積が固定資産課税台帳記載事項証明書等に記載された値と実際の値が著しく異なる場合は、 

正しい値を記入し、根拠となる資料を添付してください。 

 

２ 事業期間（予定） 

令和〇年〇〇月〇〇日 ～ 令和〇年〇〇月〇〇日 

※上記にかかわらず、交付決定日以降に事業に着手すること 

 

３ 解体事業者等の名称及び代表者 

事業者 空き家建設㈱ 
許可又は 

登録の種類 

□建築業許可(建･土･と土)       号 

☑解体工事登録 福井県知事第  1,000 号 

住 所  福井県福井市〇丁目○○番地 

代表者  空き家 太郎 連絡先 0000-00-0000 

 

４ 除却後の跡地管理及び活用 

  除却後の跡地については、民法７１７条（土地の工作物等の占有者及び所有者の責任）

の規定に基づき、周辺住民の居住環境を悪化させることのないよう適正な管理に努めま

す。また、空き家等の除却により発生したトラブル等については、申請者の責任におい

て全て解消します。 

 

（跡地活用計画） 

□ 建替え住居 

引渡時期(予定)          年  月  日 ～    年  月  日 

 

□ 跡地の売買 

引渡時期(予定)          年  月  日 ～    年  月  日 

 

□ 自治会等での活用 

① 利用用途                                   

② 引渡時期(予定)         年  月  日 ～    年  月  日 

③ 利用期間           年  月  日 ～    年  月  日 

 

申請者住所 

 

申請者氏名 

                        

取り壊す建物の所在地 

課税明細書や登記簿謄本等を参照 

課税明細書や登記簿謄本等を参照 

 

 

必要に応じて記入 

申請年度の2月末までに完了 交付決定日以降に着手 

解体業者の情報を記入 


